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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第69期

第３四半期
累計期間

第70期
第３四半期
累計期間

第69期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 (千円） 3,207,501 3,178,748 4,315,545

経常利益 (千円） 77,800 107,914 143,317

四半期（当期）純利益 (千円） 884,233 59,200 932,324

持分法を適用した場合の投資利益 (千円） － － －

資本金 (千円） 1,928,959 1,980,419 1,928,959

発行済株式総数 (株） 13,392,000 1,400,100 13,392,000

純資産額 (千円） 1,955,474 2,165,562 2,003,503

総資産額 (千円） 4,356,372 4,368,256 4,428,558

１株当たり四半期（当期）純利益金

額
(円） 677.18 44.32 714.02

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
(円） － － －

１株当たり配当額 (円） － － －

自己資本比率 (％） 44.9 49.6 45.2

 

回次
第69期

第３四半期
会計期間

第70期
第３四半期
会計期間

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
(円） △3.81 30.28

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．平成29年10月１日付で10株を１株とする株式併合を実施したため、前事業年度の期首に当該株式併合が行わ

れたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及びその他の関係会社）において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

　また、その他の関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期累計期間における我が国経済は、企業収益及び雇用・所得環境の改善により個人消費にも明るさが

見え、引き続き緩やかな回復基調となりました。しかしながら、欧米の政治や経済情勢など不確実性への懸念や東

アジア地域における地政学リスクもあり、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　印刷業界におきましては、電子メディアの多様化による印刷物の需要の減少、受注価格の下落など、引き続き厳

しい経営環境となりました。

　このような状況の中、当社は、お客様のニーズに応えるべく、引き続き営業力・提案力の強化を図り、新規顧客

の開拓と既存顧客の深耕に、より一層注力するとともに、生産効率の向上、更なる内製化の推進により、売上の拡

大、収益性の改善に取り組んでまいりました。

　以上のとおり、諸施策の展開に努めた結果、当社の第３四半期累計期間における売上高は31億78百万円（前年同

四半期比0.9％減収）となりました。内訳は、写真製版売上高は７億21百万円（前年同期比3.5％減収）、印刷売上

高は23億88百万円（前年同期比0.7％増収）、商品売上高は68百万円（前年同期比21.1％減収）となりました。損

益面においては、営業利益95百万円（前年同期比34.1％増益）、経常利益１億７百万円（前年同期比38.7％増

益）、四半期純利益59百万円（前年同期比93.3％減益）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第３四半期会計期間末における総資産は43億68百万円となり、前事業年度末に比べて60百万円減少しました。

流動資産は29億34百万円となり、前事業年度末に比べて32百万円の減少となりました。これは主に、受取手形64百

万円、売掛金47百万円、繰延税金資産29百万円それぞれ減少した一方、現金及び預金84百万円、立替金25百万円そ

れぞれ増加したことによるものです。固定資産は14億33百万円となり、前事業年度末に比べて27百万円減少しまし

た。これは主に、有形固定資産、無形固定資産及び投資その他の資産の減価償却費１億39百万円による減少、差入

保証金の返戻14百万円による減少と、譲渡制限付株式報酬の支払等による長期前払費用の86百万円の増加、新規取

得による有形固定資産及び無形固定資産43百万円の増加によるものです。

　当第３四半期会計期間末における負債合計額は22億２百万円となり、前事業年度末に比べて２億22百万円の減少

となりました。これは主に、未払消費税等90百万円、金融機関への返済による借入金81百万円、未払法人税等64百

万円、賞与引当金36百万円それぞれ減少した一方、支払手形50百万円が増加したことによるものです。

　当第３四半期会計期間末における純資産合計額は21億65百万円となり、前事業年度末に比べ１億62百万円の増加

となりました。これは主に、資本金及び資本準備金の増加（新株の発行）、利益剰余金の増加によるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期累計期間の研究開発費は４百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,000,000

計 5,000,000

（注）平成29年６月27日開催の第69回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で株式併合に伴う定款変更が行わ

れ、発行可能株式総数は45,000,000株減少し、5,000,000株となっております。

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年２月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,400,100 1,400,100
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 1,400,100 1,400,100 － －

（注）１．平成29年６月27日開催の第69回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で10株を１株に株式併合しまし

た。これにより当社の株式数は12,600,900株減少し、発行済株式総数は1,400,100株となっております。

２．平成29年５月26日開催の取締役会決議により、平成29年10月１日付で当社の単元株式数を1,000株から100株に

変更しております。

３．平成29年12月31日現在の発行済株式のうち60,900株は、現物出資（金銭報酬債権　102,921千円）によるもの

であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年10月１日 △12,600,900 1,400,100 － 1,980,419 － 231,460

（注）平成29年６月27日開催の第69回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で10株を１株に株式併合しました。

これにより当社の株式数は12,600,900株減少し、発行済株式総数は1,400,100株となっております。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿により記載しております。

従って、株式併合及び単元株式数の変更は反映されておりません。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　　337,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　13,585,000 13,585 －

単元未満株式 普通株式　　　79,000 － －

発行済株式総数 14,001,000 － －

総株主の議決権 － 13,585 －

（注）１．平成29年６月27日開催の第69回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で10株を１株に株式併合しまし

た。これにより当社の株式数は12,600,900株減少し、発行済株式総数は1,400,100株となっております。

２．平成29年５月26日開催の取締役会決議により、平成29年10月１日付で当社の単元株式数を1,000株から100株に

変更しております。

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社 光陽社

東京都文京区湯島二丁目

16番16号
337,000 － 337,000 2.41

計 － 337,000 － 337,000 2.41

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,759,798 1,844,725

受取手形 233,847 169,611

売掛金 647,375 599,969

電子記録債権 81,370 94,575

仕掛品 118,248 108,362

商品 7,612 7,763

原材料 12,133 11,274

貯蔵品 19,314 2,977

前払費用 28,393 34,603

繰延税金資産 51,863 22,504

立替金 3,942 29,345

未収還付法人税等 － 8,052

その他 4,844 2,212

貸倒引当金 △1,165 △1,159

流動資産合計 2,967,580 2,934,818

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 734,266 689,066

構築物（純額） 1,205 1,077

機械及び装置（純額） 324,033 286,786

車両運搬具（純額） 3,942 3,600

工具、器具及び備品（純額） 31,958 26,951

土地 209,412 209,412

有形固定資産合計 1,304,818 1,216,895

無形固定資産   

商標権 378 332

ソフトウエア 10,379 9,918

ソフトウエア仮勘定 3,240 －

電話加入権 1,652 1,652

無形固定資産合計 15,650 11,903

投資その他の資産   

投資有価証券 5,654 6,147

出資金 60 60

従業員に対する長期貸付金 90 －

破産更生債権等 3,264 3,634

長期前払費用 10,562 96,813

保険積立金 72,047 72,049

差入保証金 51,063 28,621

その他 947 947

貸倒引当金 △3,181 △3,634

投資その他の資産合計 140,508 204,638

固定資産合計 1,460,978 1,433,437

資産合計 4,428,558 4,368,256
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 375,105 425,166

買掛金 259,906 235,218

1年内返済予定の長期借入金 ※ 108,510 ※ 98,021

未払金 33,731 36,202

未払費用 32,933 23,587

未払法人税等 64,054 －

未払消費税等 111,084 20,299

前受金 23,714 4,673

預り金 7,776 42,843

賞与引当金 64,071 27,373

設備関係支払手形 7,879 10,000

環境対策引当金 10,000 －

その他 12 12

流動負債合計 1,098,780 923,399

固定負債   

長期借入金 ※ 655,036 ※ 584,138

退職給付引当金 410,326 430,829

繰延税金負債 260,912 264,326

固定負債合計 1,326,274 1,279,293

負債合計 2,425,054 2,202,693

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,928,959 1,980,419

資本剰余金 180,008 231,496

利益剰余金 △69,377 △10,176

自己株式 △36,596 △37,028

株主資本合計 2,002,993 2,164,710

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 510 851

評価・換算差額等合計 510 851

純資産合計 2,003,503 2,165,562

負債純資産合計 4,428,558 4,368,256
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(2)【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
 前第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

 当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 3,207,501 3,178,748

売上原価 2,573,000 2,526,108

売上総利益 634,500 652,639

販売費及び一般管理費 562,956 556,675

営業利益 71,543 95,963

営業外収益   

受取利息 83 54

受取配当金 402 417

補助金収入 － 2,540

作業くず売却益 12,075 16,102

その他 3,229 4,328

営業外収益合計 15,790 23,443

営業外費用   

支払利息 5,638 4,193

支払補償費 3,507 4,554

障害者雇用納付金 － 1,700

貯蔵品売却損 － 1,037

その他 387 8

営業外費用合計 9,533 11,493

経常利益 77,800 107,914

特別利益   

固定資産売却益 1,091,541 －

特別利益合計 1,091,541 －

特別損失   

固定資産除却損 0 －

設備移設費用 2,722 －

本社移転費用 2,880 －

特別損失合計 5,603 －

税引前四半期純利益 1,163,738 107,914

法人税、住民税及び事業税 45,089 16,091

法人税等調整額 234,415 32,622

法人税等合計 279,504 48,713

四半期純利益 884,233 59,200
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

　※　財務制限条項等

前事業年度（平成29年３月31日）

　当社の借入金の内、株式会社日本政策金融公庫からの借入金444,068千円（１年内返済予定の長期

借入金36,168千円、長期借入金407,900千円）には財務制限条項が付されており、下記のいずれかに

該当した場合には、抵触が発生した事業年度の決算日の翌日に遡って本借入金債務の適用利率及び条

件違反時利率に0.3％を加算することがあります。

（条項）

・当社の減価償却前経常利益が２期連続して赤字となったとき。

・当社が、債務超過となったとき。

 

当第３四半期会計期間（平成29年12月31日）

　当社の借入金の内、株式会社日本政策金融公庫からの借入金416,942千円（１年内返済予定の長期

借入金36,168千円、長期借入金380,774千円）には財務制限条項が付されており、下記のいずれかに

該当した場合には、抵触が発生した事業年度の決算日の翌日に遡って本借入金債務の適用利率及び条

件違反時利率に0.3％を加算することがあります。

（条項）

・当社の減価償却前経常利益が２期連続して赤字となったとき。

・当社が、債務超過となったとき。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 147,883千円 139,677千円

 

（株主資本等に関する注記）

当第３四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

株主資本の著しい変動

　当社は、譲渡制限付株式の発行（平成29年８月18日付）により資本金及び資本準備金がそれぞれ51,460千円増

加いたしました。その結果、当第３四半期会計期間末における資本金は1,980,419千円、資本準備金は231,460千

円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）及び

当第３四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　当社は印刷にかかる写真製版並びに関連製品を製造販売しており、これらの事業は単一事業であるため、記

載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 677円18銭 44円32銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 884,233 59,200

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 884,233 59,200

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,305 1,336

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．平成29年10月１日付で10株を１株とする株式併合を実施したため、前事業年度の期首に当該株式併合が行わ

れたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

　当社は、平成30年１月26日開催の取締役会において、平成30年３月27日開催予定の臨時株主総会において、資

本金及び資本準備金の額の減少について付議することを決議いたしました。

　なお、本件は、債権者異議手続き完了後、同臨時株主総会で原案どおり承認可決されることを条件として、効

力が発生します。

 

１.資本金及び資本準備金の額の減少の目的

　今後当社において、機動的かつ柔軟な資本政策の展開を可能とすることにより、企業価値の向上を図ることを

目的とするものであります。

 

２.資本金及び資本準備金の額の減少の内容

　本件の資本金及び資本準備金の額の減少は、発行済株式総数の変更は行わず、資本金及び資本準備金の額のみ

減少いたします。

（１）減少する資本金の額及び減少の方法

　資本金の額1,980,419,727円を1,880,419,727円減少して100,000,000円とし、減少した資本金の額と同額

をその他資本剰余金に振替ます。

（２）減少する資本準備金の額及び減少の方法

　資本準備金の額231,460,500円を131,460,500円減少して100,000,000円とし、減少した資本準備金の額と

同額をその他資本剰余金に振替ます。

 

３.資本金及び資本準備金の額の減少の日程

（１）取締役会決議日　　　　　平成30年１月26日

（２）債権異議申述公告日　　　平成30年２月９日（予定）

（３）債権者異議申述最終期日　平成30年３月９日（予定）

（４）臨時株主総会決議日　　　平成30年３月27日（予定）

（５）効力発生日　　　　　　　平成30年３月27日（予定）

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月９日

株式会社　光陽社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　兼　　宏　章　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 古　市　　岳　久　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社光陽社

の平成29年4月1日から平成30年3月31日までの第70期事業年度の第3四半期会計期間（平成29年10月1日から平成29年12月

31日まで）及び第3四半期累計期間（平成29年4月1日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光陽社の平成29年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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